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1　はじめに
　65歳以上の老年人口が総人口に占める割合を表す高齢化率は、国立社会保障人口問題研究所が2002年
に発表した「日本の将来推計人口」の中位推計によると、2006年には20．5％、2014年には25．3％に達す
ると予測されている1）。その後も高齢化率は2040年代まで上昇し続け、2050年頃から、ようやく減少に
転じると予測されている（図表1参照）。
　こうした人口高齢化の進行に対応して、ゴールドプラン、ゴールドプラン21等の対策が打ち出され、
また、2000年からは介護保険制度がスタートした。さらに、年金問題をめぐっては、国会を中心に継続
的に議論がなされている。そうした中で、社会の高齢化に対する対応策の策定、およびその評価におい
て、1970年代以降積み重ねられてきたクオリティ・オブ・ライフ（quality　of　life、以下QOL）の研
究成果はどのように活かされているのであろうか。また、こうした研究成果を今後どのように活用すべ
きであろうか。このことを考察することが本稿の目的である。
☆政治経済学部教授
1）国立社会保障人口問題研究所ウェブサイト「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」（http：／／ipss．　go．　jp／
japanese／newest／02／3／t＿lhtm1）から2004／8／7取得。総人口に占める65歳以上人口の割合のことを「高齢化率」と
呼び（老年人口係数ともいう。嵯峨座晴夫「高齢化率」浜口晴彦他編『現代エイジング辞典』早稲田大学出版部、1996
年、127頁）、一般的にはこの表現が使われるようになっているが、社会保障人口問題研究所では高齢化率を「老年」
人口割合と表記しているとのことを、本学政治経済学部兼清弘之教授からご教示いただいた。なお、高齢化率が7％
を超えると高齢化社会、14％を超えると高齢社会と呼ばれる。
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（資料）総務省統計局ウェブサイト「日本の統計」統計表2－1「人口の推移と将来人口」
　　　（http：／／www．　stat．　go．　jp／data／nihon／zuhyou／nO200100xls）および国立社会保障
　　　人口問題研究所ウェブサイト「日本の将来推計人口　（平成14年1月推計）」
　　　（http：／／ipss。　go．　jp／Japanese／newestO2／3／t＿1html）から2004／8／7取得。
図表1　わが国の高齢化率の推移と予測値（中位推計）
　しかし、高齢化社会とQOLの関係と一口にいっても、高齢化社会のどの側面に焦点をあてるのかが問
題となる。また、QOLそのものが多義的であり、これをどのように捉えるかということも簡単には解決
がつかない。本稿では、岡村清子の研究を手がかりとして、高齢化社会に対するアプローチを全体（国
家）レベル、集団レベル、個人レベルの3っに区分し、それぞれのレベルでのQOL研究がどのようにな
されてきたかを整理し、それぞれのレベルでのQOLの指標作成においてどのような課題があるかを明ら
かにすることを第1の課題とする。第2の課題は、高齢化社会と両立しうる社会システムを構築するた
めの社会計画の策定に、QOLの指標をどのように活用するかを検討することにある。
2　高齢化社会とQOLの指標
　岡村清子は、高齢化社会を、全体レベル、集団レベル、個人レベルの3つのレベルで捉えることがで
きると指摘し、それぞれのレベルにおける現象、およびそこにおいて生起する問題や課題を図表2のよ
うに整理した2）。全体レベルは国レベルと同義であり、個人レベルは個々の高齢者のレベルと同義である。
他方、集団レベルに関しては、岡村はさらに地域社会、職場、家族に区分している。
2）岡村清子「エイジングの社会学」岡村清子・長谷川倫子編『エイジングの社会学』日本評論社、1997年、13頁。
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　以上のような高齢化社会の3つのレベルに関して、QOLの研究はどのように進められてきたのであろ
うか。このことを明らかにするために、QOLをどのような意味で捉えようとするのか、また、　QOLを
どのような方法で計測しようとするのかという観点から、QOLに関する研究を分類し、その分類と上記
の高齢化社会の3つのレベルとを対比することにしたい。
図表2高齢化の3つのレベルと社会
主な現象 生起する問題と課題
生産年齢人口の減少 社会保障財政の危機
全体レベル 人口の高齢化 労働力人口の減少 労働力不足
被扶養人口の増大 介護システムの構築
地域社会 要介護老人の増大 まち作り
医療・福祉サービス
?
若年人口の減少 職場環境の整備
集団レベル 職場
齢 組織の高齢化 賃金・昇進システムの見直し
化
高齢者のみ世帯の増大 住宅改造の問題
家族 要介護老人のいる世帯 生計維持の問題
家事・介護問題
個人レベル 心身の老化 身体・精神的自立の喪失 自立の支援
長寿化 高齢期の長期化 高齢期の社会参加
（出所）岡村清子「エイジングの社会学」岡村清子・長谷川倫子編『エイジングの社会学』
　　　日本評論社、1997年、13頁。
　QOLには定訳はない。「生命の質」と呼ばれることもあれば、「生活の質」と呼ばれることもある。「生
命の質」は、図表2に示した3つのレベルとの関連でいえば、もっぱら個人レベルで取り上げられてき
たといえる。また、医学や看護学、老年学、さらには生命倫理学などの学問領域においてはQOLを「生
命の質」として理解する傾向がある。他方、「生活の質」という意味でのQOL研究は、高齢化社会の3
つのレベルのいずれにおいても行われてきた。また、QOLを生活の質の意味で解釈するのは、社会学、
経済学、社会政策などの学問領域である3）。
　QOLに対するアプローチは、全体レベル、集団レベル、個人レベルのいずれのレベルで捉えるのか、
また、「生命の質」の意味で捉えるのか「生活の質」の意味で捉えるのかということによって分類できる
3）高齢者のQOL研究の系譜については、以下の文献を参照されたい。柴田博「高齢者のQuality　of　Life（QOL）」
　『日本公衆衛生雑誌』43巻11号、1996年、941～945頁。平野順子「わが国における高齢者のQOL研究の文献的考
察と展望」『生きがい研究』8号，2002年、71～89頁。拙稿「高齢者のクオリティ・オブ・ライフと指標化」杉本貴
代栄編『日本人と高齢化』人間の科学新社、2001年、225～246頁。他方、高齢化社会とQOLの問題を主題とする研
究は、高齢者のQOLに関する研究に比べると少ない。その噛矢とも言える研究の1つに、日本リサーチセンター総
合研究所の次の報告書がある。日本リサーチセンター総合研究所『高令化社会における生活の質』日本リサーチセン
ター総合研究所、1977年。
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と同時に、主観指標をもってQOLにアプローチしようとするのか、それとも客観指標をもってQOLに
アプローチしようとするのかということによっても分類が可能である。主観指標によるアプローチとは、
調査客体となった個々人の生活に関する心理的な満足感、幸福感等を尋ね、これを数値化してQOLの指
標とする方法である。他方、客観指標によるアプローチとは、生活条件、生活環境、所得など、個々人
の生活を取り巻く客観的条件を表象する指標、あるいは個人の身体機能の指標である日常生活動作（AD
L）や健康寿命など、生活の質の客観的条件を表す指標をもってQOLの指標とする方法である。ちなみ
に、全体レベルおよび集団レベルでの客観指標のことを社会指標（social　indicators）と呼ぶこともあ
る。
　図表3は、高齢化社会ないし高齢者を対象としたQOLの指標を主観指標と客観指標に区分し、さらに
それらの指標が高齢化社会のどのレベルに対応しているのかを整理したものである。この表から次のこ
とを指摘できる。
　第1に、全体（全国）レベルで高齢化社会のQOLを捉えることを目的とするQOL指標は構築された
ことがないことである。全体レベルのQOL指標では、せいぜい指標体系の一部分として高齢化社会に直
接・間接に関連する個別指標が取り入れられているにすぎない。その典型が「新国民生活指標」である。
図表3　高齢化社会・高齢者を対象としたQOL指標
高齢化社会のレベル 主観指標 客観指標
全体レベル 国民生活選好度調査＊ 国民生活指標・新国民生活指標＊
地域：県民選好度調査＊ 地域：高齢者のための社会指標体系（武
集団レベル 川、1992）、青森県政策マーケティング
指標＊
包括的QOL：PGCモラール・スADL（日常生活動作能力）＊、
ケール、生活満足尺度A IADL（手段的日常生活動作能力）＊
個人レベル 健康関連QOL：SF－36、　EuroQo1
（患者・住民） 個人の価値観に基づく尺度：
PGI、　SEIQoL
注1）＊は、指標体系の中で部分的に高齢者ないし高齢化社会のQOLを取り上げていることを示す。
注2）「高齢者のための社会指標体系」の出典は、武川正吾『地域社会計画と住民生活』中央大学出版部、1992年、294頁。
図表4に示したのは、新国民生活指標のうち、高齢化社会と直接・間接に関わりがあると判断される指
標群である。新国民生活指標とは、国民生活を8つの活動領域（住む、費やす、働く、育てる、癒す、遊
ぶ、学ぶ、交わる）に区分し、これらの活動領域のそれぞれにっいて4つの生活評価軸（安全・安心、公
正、自由、快適）から生活実態を総合的に評価するための指標体系であり、その8つの活動領域のうち、
高齢者・高齢化社会に関連するのは「癒す」の領域だけである。
　第2に、集団レベルの高齢者・高齢化社会に関するQOL指標もほとんど存在しないことである。図表
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2に示されているように、集団レベルにおいては地域社会、職場、家族の3つの視点からQOLを捉える
ことが可能なはずであるが、客観指標も主観指標もともに地域の視点からの指標が作成されているだけ
で、職場や家族の視点からの指標作りは等閑視されている。ただし、職場に関しては「生きがい」との
関連において高齢者を対象とした意識調査がなされており、他方、家族に関しても、家族内の介護者を
対象とするQOLの調査は行われている4）。
　第3に、高齢者・高齢化社会に関するQOLの指標の大部分は個人レベルの高齢者を対象としているこ
とである。しかも、高齢者個人を対象とした主観指標は多数作成されている。
図表4　新国民生活指標における「癒す」の活動領域の指標体系
安全・安心 公　　正 自　　由 快　　適
○平均余命（0歳、65歳平均） ○身体障害者更生援護施設定員 IO有料老人ホーム定員数（65歳☆老人福祉施設従事者数（65歳以
○入院患者率［一］ 数（身体障害者手帳交付数比） 以上人口比） 上人口比）
○成人病死亡率［一］ ○精神薄弱者援護施設定員数 ☆差額ベッド数（総病床数比） ○老人ホームヘルプサービス利用
○保健医療費への支出割合［一］ ○デイサービスセンター利用状況 卜］ 状況（65歳以上人口比）
○一般病院病床数 （65歳以上人口比） ○身体障害者ホームヘルパー派遣
癒 ○救急告示病院数 ☆デイサービス定員数（65歳以上 世帯数（身体障害者手帳交付数比）
○医師数 人口比） ○ショートステイ利用状況（65歳以
○看護婦数 ○老人保健施設定員数 上人口比）
○国民医療費中の患者非負担率 ○特別養護老人ホーム定員数 ○ショートステイベッド数（65歳以上
○養護・軽費老人ホーム定員数 （65歳以上人口比） 人口比）
○救急自動車平均収容時間［一］ ☆差額ベッド数（総病床数比）［一］ ☆デイサービス定員数
○痴呆性老人発生率［一］ ○寝たきり老人比率（在宅）［一］
☆老人福祉施設従事者数
注）☆は重複指標。［一］はマイナス評価の指標。
（出所）経済企画庁国民生活局『平成11年版新国民生活指標』大蔵省印刷局、1999年、4頁。
　それではなぜ、高齢者個人を対象としたQOL指標の開発および利用のみが活発なのであろうか。また、
そうした高齢者個人を対象とするQOL指標は高齢化社会に対応した社会システム作りにどのように貢献
してきたのであろうか。
　まず、個人レベルのQOL指標の開発のみが活発である反面、全体レベル、集団レベルでの高齢者・高
齢化社会についてのQOL指標の開発が低調である理由として、高齢者の多様性を指摘できる。一口に高
齢者といっても多様であり、介護を必要とする高齢者は高齢者全体の20％未満にすぎない。また、前期
高齢者（65歳～74歳）と後期高齢者（75歳以上）では精神的、身体的な健康状態は異なるであろう。こ
のように多様な高齢者のQOLの構造をマクロ的に把握することが困難であることが、集団レベル、全体
レベルの視点からの高齢者・高齢化社会のQOL指標作りを妨げている主因とみなすことができるであろ
う。これに対して、個人レベルの場合、高齢者の多様性に対応することが比較的容易である。図表3に
示したように、高齢者を対象としたQOL指標の多くは主観指標であり、回答者（高齢者）にその意識を
eこの種の研究を調べる方法として、ウェブサイト上の検索システムが便利である。ここでは次の2つのサイトを紹
介しておく。ダイヤ高齢化社会研究財団「社会老年学文献データベース」（http：／／www．　dia．　or．　jp／dia1／）。長寿社
会開発センター「長寿社会に関する調査報告書の検索」（http：／／…．　nenrin．　or．　jp／cgi－bin／nenrin／youran／anq．
cgi）。
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尋ね、それを得点化してQOLの程度を示そうとするものであり、回答者が前期高齢者か後期高齢者か、
また、健常者か心身に疾患を有する者かどうかといったことに左右されない指標体系となっているもの
が多い。一例として、個人の包括的QOLに関する代表的な指標であるPGCモラール・スケールを取り
上げることにする5）。図表5に示すように、この指標は回答者の健康状態や年齢に関係なく回答できるよ
うな設問によって構成されている。このようにフレクシブルに指標の体系を構築できることが、個人レ
ベル、すなわち、高齢者個人を対象としたQOL指標が多数開発されてきた要因であるといえる。
図表5　改訂PGCモラール・スケール
L人生は年をとるに従って悪くなる
2．去年と同じように元気だ
3．寂しいと感じることがある
4．小さな事を気にするようになった
5．家族その他の人たちとの行き来に満足している
6．年をとって役に立たなくなった
7．眠れないことがある
8．年をとるということは若いときに考えていたより良い
9．生きていてもしかたないと思う
10．若い時と同じように幸福だ
11．悲しいことがたくさんある
12．心配なことがたくさんある
13．前よりも腹を立てる回数が多くなった
14．生きることは厳しい
15．今の生活に満足している
16．物事を深刻に考える
17．心配事があるとおろおろする
（Y，週）
（ヱ，N）
（Y，璽）
（Y，N）
（ヱ，N）
（Y，N）
（Y，逼）
（工，N）
（Y，選）
（ヱ，N）
（Y，旦）
（Y，旦）
（Y，型）
（Y，N）
（X，N）
（Y，璽）
（Y，N）
注）下線の項目への回答がポジティブな評価になる．
（出所）三上洋「老年者のADLとQOL」荻原俊男編『老年病とQOL』
　　　医薬ジャーナル社、1996年、29頁。
　次に、高齢者個人を対象とするQOL指標は高齢化社会に対応した社会システム作りにどのように貢献
してきたかということであるが、少なくとも健康関連のQOL指標は、医療技術評価では欠かせないもの
になってきており、地域の健康状態評価など、公衆衛生の分野でも用いられるようになっている6）。その
結果、従来は「『生死』が最大の評価基準であったのに対して…仮に生存期間を延ばすことがなく、QO
Lのみを改善する場合でも、医療技術として効果があると認められるようになった」7）。また、自宅や施
設での介護の判定にも健康QOL指標の評価が反映されている。
　このように保健医療分野において健康関連のQOL指標が個々の高齢者の処遇（医療処置、看護、介護
等）の決定に役立てられているとはいえ、高齢者個人を対象としたQOL指標による研究成果が集団レベ
ルあるいは全体レベルの政策形成や意思決定に活かされているとは言い難い。たとえば、筆者の知りう
5）PGCモラール・スケールについては、三上洋「老年者のADLとQOL」荻原俊男編『老年病とQOL』医薬ジャー
ナル社、1996年、22～36頁、等を参照されたい。
6）井出宏明、平尾智広、橋本真澄他「地域集団の健康関連QOL」『厚生の指標』48巻11号、2001年、6～11頁。
7）田村誠「保健医療における『個人の価値観に基づくQOL尺度』の可能性と課題」『社会政策研究』3号、2002年、
31頁。
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る限りにおいて、厚生労働省の高齢者政策がQOLに関する研究成果に基づいて策定されたことはないよ
うに思われる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　個人レベルのQOL指標が政策形成等に活かされていない理由として、以下のような点を指摘すること
ができる。まず、健康関連のQOL指標に関していえば、この種の指標は精神的機能や身体的機能を評価
することを主眼としており、そこでは生活の中の重要な領域に対する関心が欠けている8）。したがって、
この指標だけをもって特定の個人（高齢者）のQOLを把握することは困難である。次に、「主観的幸福
感」（subjective　we11－being）の指標ともいわれるQOLの主観指標について、古谷野亘は、この指標の
研究の力点が因子分析によって指標の因子構造を明らかにすることにおかれ、「測定方法のみに関心が向
かい、関連要因の分析が手薄だった…主観的幸福感に関する研究が相対的に低調だった背景にはさまざ
まな対象集団でほぼ同一の結果が得られ、しかもその内容が、『健康と経済状態と人間関係（特に家族）
が、幸福に老いるために重要である』という自明の事実」9）があった、と述べている。
　このように、これまでのところ個人レベルのQOL指標が政策形成にそれほど役立たなかったとすれば、
政策形成に役立ちうるQOL指標とはどのようなものであろうか。また、それを具体的にどのように構築
したらよいのであろうか。このことについて次節で若干の考察を行う。
3　QOL指標の地域社会計画への応用
　高齢者・高齢化社会に関する政策形成に役立ちうるQOL指標を考えていくうえで、杉澤秀博の次のよ
うな指摘を議論の出発点とすることができる。杉澤は、高齢者のQOLを研究する社会的要請が次の2点
にあると述べている。（1）QOLを指標として高齢者のニーズを把握し、高齢者にとって必要な施策や事
業、サービスを明らかにすること、（2）高齢者に対する事業やサービスを評価するためにQOLを結果変
数として用いること10）。
　これらの社会的要請に応えるQOL指標を構築しようとする場合、次の2つの問題に対処しなければな
らない。第1に、個人レベルのQOLを対象としたQOLの指標を考えるのか、それとも集団レベルある
いは全体レベルのQOL指標を考えるのかという問題である。第2に、　QOLを主観指標で捉えようとす
るのか、客観指標で捉えようとするのかという問題である。
　第1の問題に関して、筆者は集団レベル、より具体的には地域を単位とするQOL指標の研究・開発に
力点をおくべきであると考える。その理由は、これまでに考案された個人レベルのQOL指標の場合、個
人（高齢者）を取り巻く環境条件が看過される傾向があったからである。それではなぜ全体レベルでは
なく、集団レベル（地域）かということであるが、高齢者のニーズを把握し、それに基づいて具体的な
政策を立案・実施する主体は地方自治体だからである。また、武川正吾が指摘するように、「全国水準で
は、社会指標体系が存在しながら、それを利用すべき社会計画が存在しておらず、地域社会の水準では、
9｝田村誠、前掲論文、34頁。
9）古谷野亘「幸福な老いの研究一研究の歴史と残された課題一」『生きがい研究』8号、2002年、64頁。
1°）杉澤秀博「高齢者のクオリティ・オブ・ライフ研究をめぐる論点」『社会政策研究』3号、2002年、49頁。
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地域社会計画が存在しながら（あるいはそれが義務づけられていながら）、そのための社会指標体系が存
在していない」11）からである。ちなみに武川の定義に従えば、社会計画とは広義には公共政策全般を対象
とした計画を指し、狭義には社会政策を対象とした計画を指す12）。
　第2の問題は、QOLの本質をめぐる問題、すなわちQOLをどのように概念規定するかという厄介な
問題に帰着する。QOL指標を用いて実証研究を行った論文は多数あるものの、その論文中でQOLを明
確に定義しているものは全体の15％にすぎないとの指摘がなされているように、QOLの概念を明確に定
義することは困難である13）。この小論で説得力のあるQOLの概念規定を提示することは、筆者の力の及
ばないところである。しかし、筆者の基本的な立場が、QOLの測定には主観指標と客観指標の両者が必
要であるという立場であることは明らかにしておきたい。ただし、高齢者のニーズの把握と、高齢者へ
の社会サービスの評価に役立ちうるような地域レベルのQOL指標としては、客観指標をベースにし、主
観指標を補助的（ないしは部分的）に取り入れた指標体系が適切であると考え、以下においては指標構
築の方向性を示すことにしたい。
　高齢者のニーズの把握と、高齢者への社会サービスの評価、さらには広義の社会計画に役立ちうるよ
うな地域レベルのQOL指標構築の方向性を示すために、ここでは、オー一一ストラリア統計局（ABS）が
提示した社会指標作成のフローチャートと、武川正吾が提案した「高齢者政策のための社会指標体系」、
および青森県の政策マーケティング指標の3つを取り上げる。
　前述のように、社会指標とは、全体レベルないしは集団レベルのQOLを客観指標で表そうとする試み
の1つである。社会指標（客観指標）作成の第1段階は、通常、関心領域と呼ばれる生活の領域を特定
することである。生活領域として選ばれることが多いのは、健康、家族、教育、仕事、住宅、犯罪等の
領域である。第2段階として、QOLに影響を及ぼすと考えられる要因を特定する。この段階で、生活領
域ごとに個別指標が選定される。図表6の3段階目に示されているように、ABSは社会指標を、生活状
態を記述するためのものと捉えている14）。このように社会の現状を記述する社会指標を特に社会報告
（social　report）と呼ぶことがある。社会報告であっても、同図の4段目と5段目のように社会問題の
内容、および、どの社会集団が不利益を被っているかを明らかにすることができる。
　以上のようなステップを経て作成された社会指標の典型が、前掲の図表4においてその一部を示した
国民生活指標および新国民生活指標である。社会指標作成にあたっては、一般的に、生活領域や個別指
標の選択は指標体系の作成に当たっている専門家のみに委ねられ、住民の意見が反映されることは少な
い。その場合、社会指標の作成は「机上で」行われていることになり、国民生活指標（新国民生活指標）
もABSの社会指標もその例に漏れない。また、社会指標の大多数は社会報告のレベルにとどまってい
るものが多い。その結果、社会指標は、人々の生活状態にっいての記述や問題点の指摘は可能であって
11）武川正吾『地域社会計画と住民生活』中央大学出版部、1992年、292頁。
12）武川正吾、前掲書、4頁。
13）田村誠、前掲論文、34頁。
14）オーストラリアにおいてQOLに関する研究が活発に進められており、研究水準も高いことがラプレーの著作によ
って明らかにされている。Rapley，　M．，ρuality　of　Lilge　Research　：ACritical　Introduction，　Sage　Publications，
London，2003．なお、　Q　O　L指標の作成方法が、今村和男編『システム分析』日科技連、1977年、第3章、第4章
において詳しく議論されている。
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人々の生活状態はどうか。事態
は改善しているか悪化しているか
　　関心領域
健康、家族とコミュニティー、
教育と訓練、仕事、経済資源、
住宅、犯罪と司法、文化と余暇
　　社会指標
　・現在のQOLの状態
・その状態の時系列的変化
　社会問題
貧困、失桑、犯罪
ホームレス、識字率
知らせる必要のある切迫した
　社会問題は何か?
どのグループが不利益を被るリ
Xクを負っているか。国富は公
@　正に分配されているか
　　　人ロ集団
w諶ﾒ、失業者、低所得者
q供、退職者、犯罪の犠牲者
　計算の単位
個人、家族、地域、全国
?
有効な社会指榛とは
　　統計的枠組み
概念領域を明確にし、関係を示し、
ギャップを特定し、計算の単位を
注）　オーストラリア統計局（ABS）のフローチャートにおいては、　QOLではなくwe11－beingという用語が
　　用いられている。
（出所）Australian　Bureau　of　Statistics，　Measuring　Mell－being’Framemorks　for　Aus　tralian　Social
　　　　Statistics，　Australian　Government　Printing　Service，　Canberra，　2001・　P・　5・
図表6　社会指標作成のフローチャート
も、政策目標の設定や政策の評価に用いられることは少ない。また、社会指標は住民全体を計測対象と
して作成されることが多く、高齢者のような特定の人口集団に対象を限定して作成されることは希であ
る。さらに、客観指標である社会指標と主観指標の関係が明示されることも希である。
　図表7に掲げたのは、武川正吾が提示した「高齢者政策のための社会指標体系」の中の投入指標（高
齢者社会サービス）に関する部分である。武川は、社会指標体系を地域住民の福祉水準を表す指標体系
とみなし、それが「投入指標」と「産出指標」からなると考える。投入指標とは「人びとの福祉水準を
高めるためになされる政策的努力を示す指標」であり、産出指標は「そうした政策的努力によって高ま
った（あるいは低まった）福祉水準の結果として生じる状態を示す指標」15）である。武川は、図に示すよ
うに、投入指標として地域に居住する高齢者向けの社会サービスを示す指標群を提案している。他方、
産出指標として「福祉状態」を示す指標群を提案しているが、産出指標はさらに「生活満足度」等の主
tS）武川正吾、前掲書、291頁。
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観指標と、前掲の新薗民生活指標のような客観指標によって構成されるものとしている。
　武川の社会指標体系は、高齢者のニーズを把握し、さらに地域社会計画の目標設定や政策評価に役立
てようとしている点において評価に値する。しかし、指標体系はまだ試論の域を出ていないし、とくに
福祉状態の指標に関して、主観指標と客観指標の関係を十分に説明しているとはいえない。
高齢者社会
サービス
高齢者社会サー
ビス全般
個別的な高齢者
社会サービス
公的部門
非公的部門
民間非営利部門
民間営利部門
????
｛??
一｛
快適性
Er
^：1謄
???ーー
公共支出に占める高齢者社会サービス支出の比率
老人1人当たりの高齢者社会サービス支出
高齢社会サービス従事者数
サービス・メニューの数（単独事業数を含む）
親族ネットワークの強さ
単身世帯数
ボランティア登録数
民間非営利団体によるサービスの有無
シルバービジネスの有無
施設距離…単位面積当り施設数
利用者数…定員・措置人数の対老年人口比、待機者数
経済的コスト…費用負担の程度
先進的コスト…補足率など
過密さ…1部屋当り定員数、職員1人当り定員数
親密さ…　1施設当り平均定員
専門性・9・職員の有資格者数
施設・設備の充実度
利用者数…サービス実施世帯・措置人数の対老年人口比、待機者数
経済的コスト…費用負担の程度
精神的コスト…補足率など
過密さ…従事者1人当りのサービス対象世帯、サービスの派遣頻度
親密さ…従事者1人当りのサービス対象世帯
専門性…職員の有資格者数
（出所）武川正吾『地域社会計画と住民生活』中央大学出版部、1992年、294頁。
　　　図表7　高齢者向け社会サービスの指標体系（投入指標）
　最後に取り上げるのは、青森県マーケティング委員会が2000年以降毎年計測結果を公表している政策
マーケティング指標である16）。この指標をここで取り上げた理由は、第1に、指標体系の構築にあたっ
て、住民を対象とした大規模な意識調査が行われただけでなく、調査結果に基づいて指標体系の原案が
作られ、その後、さらに数次にわたる意識調査、ヒアリング等の調査を行って、最終的に27の項目と66
の個別指標が選定されたことにある。具体的には、青森県政策マーケティング委員会は、最初に県民5000
人を対象として日常生活に対する満足度や考え方を把握するために県民意識調査を実施し、その調査結
果から9つのテーマを選定し、県内でグループインタビューを実施した。そして、意識調査やインタビ
15）青森県政策マーケティング指標は2000年以降毎年作成・公表されている。同指標の作成方法についは、政策マー
ケティング委員会『政策マーケティングブック』各年版を参照した。作成方法は特に創刊号である2000年版で詳し
く述べられている。
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ユーの結果から、4つの政策目標と87の点検項目を選定し、さらにこの87の点検項目の重要度について
1223人の県民を対象としたアンケート調査を実施し、27の点検項目を選定した。点検項目の具体的な内
容を表すのが個別指標であるが、個別指標の選定に際しても、当初選定した126指標を最終的に66指標
に絞り込むために県民や市民活動団体から意見聴取を行っている。このような選定作業を通じてできあ
がったのが、図表8に示すような政策目標と点検項目の体系である。
　　　　　　　　．　　　　　　図表8　青森県政策マーケティング指標の体系
らしやす 心 つながり 己 適正　＿
政策目標 1もしやの不安の少ない　　［人や地域とつながり
　暮らし　　　　　　　　　の深い暮らし
皿自分の可能性を試す　　　IV納得できる手間や負
　ことのできる暮らし　　　　担で暮らせる暮らし
（政策分野） 1地域で十分な保健・ 10豊かな人間関係のな 18未成年者の飲酒、 23保健・医療・福祉サー
A．健康・福祉 医療サービスが受 かで、孤独を感じるこ 喫煙、薬物依存が ビスを受ける際の費用
けられるか となく暮らせるか ないか 負担が合理的か
2医療の質の低下や 11住み慣れた地域社会 24経済的困難があって
医療ミスに対する不 で、死ぬまで暮らせる も進学ができ、少ない
安が少ないか か 負担で生涯学習・ス
ポーツを楽しめるか
3保育所・幼稚園・小学 12家庭・地域と学校が十 19子どもが楽しく意欲
校の建物、進学路な 分に連携しているか 的に学習しているか
B．成長・学習 どが安全か?
20能力・適性、興味・関
心に沿った進学や、生
涯学習・職業訓練の
機会があるか
検 4生活に必要な収入が 13個人の暮らしや家庭を 21地元で希望する就職、
得られ、退職や老後 尊重する職場環境か 就業ができるか
に備えて必要な蓄え
ができるか 22高齢者、女性、障害
項 C．仕事・職場 者が職場で活躍して
5雇用が安定し、中途 いるか
退職者、高齢者、女
性、障害者の働く場?
所があるか
6災害や緊急時への 14高齢者、障害者が気 25高齢者、障害者、乳
不安が少ないか 軽に街に出ることが 幼児連れが移動しや
D．社会環境 できるか すい交通環境か
7犯罪が少ないか 15里山や街の緑が豊か
に守られているか
8離別、死別、家族離散 16家族のふれあいが 26質のよい住宅を適切な
のときにも暮らしが成 深いか 価格で入手できるか、
り立つか 借りることができるか
E．家庭・地域生活
9歩行者や庫が歩道や 17近隣の関係が密接で、
? 27家庭・地域生活が省工
道路を安心して通るこ 地域づくりが活発なコ ネルギー型で環境に
とができるか ミュニティで暮らせるか やさしいか
（出所）政策マーケティング委員会編『政策マーケティングブック2003～2004（Ver．03）』2004年3月、9頁。
　前述のように、社会指標の作成にあたっては、従来は机上で作業が進められることが一般的であった。
もし社会指標の作成に外部の意見を取り入れるとすれば、かってLAND研究所がQOL指標を作成する
際に行ったように、専門家を対象としたデルファイ法を行ってその結果を指標作りに活かしていくとい
う段階までで終わりであるが、青森県の政策マーケティング指標の場合、住民（二県民）の意見をフィ
ードバックしながら何段階にもわたって指標体系の詰めが行われている。
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　青森県政策マーケティング指標が注目に値する第2の理由は、同指標において、統計データがない評
価指標（個別指標）の現状値を、県民を対象としたアンケート調査を行って決定していることにある（図
表9参照）。つまり、政策マーケティング指標は客観指標と主観指標の両者からなる指標体系となってい
るのである。こうした2種類の指標を融合しようとする試みが、客観指標対主観指標という、QOL指標
をめぐる従来の対立図式に一石を投じるものであることは疑いない。
　青森県の政策マーケティング指標が注目に値する第3の理由は、単に生活状態の現状把握にとどまらず
に、県内の各分野の実務家（390人）等を対象として調査を行い、目標値（同指標では「めざそう値」と
呼ばれている）と分担値を設定していることにある（図表9参照）。分担値とは、各指標項目の目標値を
達成するために8種類の主体（①個人・家庭、②NPO・市民団体、コミュニティ、町内会、③企業、農・
漁協、労組、④学校、⑤その他、⑥市町村、⑦県、⑧国）が担うべき役割分担の割合のことである。オ
ーストラリア統計局の社会指標やわが国の国民生活指標・新国民生活指標、武川の社会指標においては、
現状値の把握に主眼がおかれているのに対して、政策マーケティング指標では政策目標を具体的に提示
している。これにより、目標値と現実値の両者の関係から政策課題が明らかになるだけでなく、政策の
効果を評価することも可能である。
　以上のように青森県の政策マーケティング指標は完成度の高い、しかも住民のニーズを的確に把握す
ることが可能な社会指標である。同指標を構成する66の個別指標のうちとくに高齢者・高齢化社会に直
接・間接に関連すると考えられるものだけを選び出した図表9を見れば明らかなように、同指標によっ
て高齢者・高齢化社会のニーズの把握と、高齢者を対象とした政策目標の設定とその評価も可能である。
青森県の政策マーケティング指標は、今後、わが国における地域社会計画の重要な手段となる可能性を
十分に持っているように思われる17）。
4　おわりに
　この小論においては、高齢者・高齢化社会のQOLを指標化する方法に関して若干の検討を行った。そ
の結果、高齢化社会を全国レベル、集団レベル、個人レベルに区分してQOLの研究状況を調べると、個
人レベル、すなわち、高齢者個人を対象とした研究だけが活発に行われ、他方、集団レベルでのQOL研
究が手薄であることが明らかになった。
　筆者は、高齢者・高齢化社会を対象とした政策実施の中心的役割を担っているのが地方自治体である
ことから、自治体レベルでのQOL研究およびその一環としてのQOL指標の開発とそれによる継続的な
測定が必要であることを指摘した。高齢者・高齢化社会のニーズを把握し、さらに政策評価を行ううえ
で役立っと思われる具体的な指標体系として、武川正吾の提案している指標体系と、青森県の政策マー
17）青森県政策マーケティング指標は行政評価の領域でも注目を集めている。たとえば、次の文献を参照されたい。上
山信一『日本の行政評価』第一法規、2002年、第5章。
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図表9　青森県政策マーケティング指標の中の高齢者・高齢化社会に関連する個別指標
A B　　　　　　　　　　指　　　標 基準値 現状値 めざそう値
1 1健康診断の受診率 40．3％ 42．2％ 55％
2　保健・医療・福祉サービスの不満度 42．3％ 28．9％ 40％
3　高規格救急車の普及率 25．0％ 39．0％ 50％
2 4　医療の質・ミスに不安を感じた人の割合 32．7％ 27．6％ 20％
5　インフォームドコンセントの徹底度 59．5％ 59．3％ 80％
1 4 8　実質賃金の対全国平均比 77．2％ 89．1％ 85％
9　老後に金銭的な不安を感じる人の割合 80．1％ 89．1％ 60％?
10　普通の生活を送るだけの収入は得ていると思う人の割合 61．6％ 53．0％ 70％
5 11有効求人倍率 0．32倍 0．29倍 0．8倍
心 1260歳を超えて就業できる企業の割合 6．8％ 8．8％ 10％
6 13　災害発生時の避難所を知っている人の割合 56．2％ 54．5％ 80％
14　原子力関連施設に不安を感じている人の割合 86．8％ 81．6％ 50％
15　困ったときに相談できるところを知っている人の割合 38．9％ 37．3％ 60％
7 16　犯罪の発生率 86．3件 128．6件 60件
17　犯罪の危険を感じた人の割合 9．6％ 11．7％ 5％
9 19　歩道の延長 2550km 2925㎞3000㎞
20　冬の交通事故発生率 19．8件 20。9件 15件
10 21孤独死発生件数 119件 149件 80件
22　孤独を感じる高齢者の割合 12．1％ 15．1％ 8％
11 23　身の回りに、高齢のためやむを得ず転居した人がいる高　　　　　　　　　　「 9．2％ i3．7％ 6％
齢者の割合
24　近所に買い物できる商店がある高齢者の割合 77．8％ 69．9％ 85％
25訪問看護利用回数 286．1回 『 340回
30　家庭の事情やボランティアで気兼ねなく休める人の割合 23．5％ 34．5％ 50％
H 14 31　高齢者の1週間の外出回数 3．40回 3．27回 4回
32障害者が利用できるトイレの認知度 38．5％ 38．1％ 50％
つ 15 33　まちが緑に囲まれていると感じる人の割合 74．5％ 76．7％ 80％?
34　自然保護活動参加率 30．0％ 25．1％ 50％
が 16 35　家族がそろって食事する回数 8．02回 7．21回 11回? 36　家族の懇談、団らん時間 2時間10分2時間13分 3時間
37　県外に離れて暮らしている家族が会う回数 2．27回 2．19回 3．5回
17 38　隣の家と挨拶、会話する人の割合 94．9％ 96．0％ 100％
39　地域づくり活動参加率 23．8％ 13．8％ 30％
40地域の行政（県、市町村）の情報・サービスのわかりやすさ 47．0％ 38．0％ 70％
41近所や公園などを自主的に掃除する人の割合 29．3％ 26．2％ 45％
皿 50　専門教育、通信教育、生涯学習講座の受講率 11．1％ 9．8％ 27．5％?
51新しく活動を始めた人が身近にいる割合 30．0％ 28．7％ 40％??
22 55　高齢者の雇用数 12，801人 15，887人20，000人
現 57　障害者の雇用率 1．5％ 1．5％ 1．8％
23 58　家計に占める保健・医療・福祉サービスの費用の割合 4．3％ 3．7％ 3．5％
IV24 59　保健・医療・福祉サービスの費用の納得度 54．0％ 57．8％ 70％
60　気軽に利用できる学習・スポーツ施設が身近にある割合 58．9％ 63．5％ 70％
適 2561歩道のバリアフリー対応度 15．3％ 21．8％ 30％
正 2662家賃の納得度 64．5％ 54．2％ 75％? 2764　1人当たりのゴミ排出量 12799 1270g 1000g
担 65　資源ゴミのリサイクル率 6．9％ 7．6％ 14％
66　ゴミの分別の実践度 75．9％ 82．9％ 90％
（出所）政策マーケティング委員会編『政策マーケティングブック2003～2004（Ver．03）』
　　　2004年3月、10～11頁。
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ケティング指標の2つを取り上げた。この2種類の指標体系のうち、青森県の政策マーケティング指標
は完成度が高く、1970年以降に全国の自治体が作成してきたQOL関連指標の中でも出色の出来であると
いってよい。このため、この指標体系はさまざまな文献でとりあげられているだけでなく、他の自治体
にどっての雛形としての役割を担うものと思われる。ただし、青森県の政策マーケティング指標にも課
題がある。その課題とは、県と市町村の連携を意識したQOLの評価体系を構築していくことである。た
しかに、「分担値」の考えには、県と市町村の連携の発想がみられるが、各市町村にも県のマーケティン
グ指標に対応する指標体系ないし評価システムがなければ、政策の実施段階あるいは政策の評価段階で
片手落ちになる恐れがあるように思われる。
（にった　いさお）
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